








































会　場：立教大学　池袋キャンパス 11号館 2階 A203
報　告：「植民地台湾の産業と企業」
報告者： 「日本統治期台湾の農家経済調査」林　佩欣（国立台北大学）
　　　　「日本統治期台湾の会社制度」陳　家豪（東京大学社会科学研究所）
　　　　「植民地期台湾の煙草専売事業」林　采成（本学経済学部）
　　　　「台湾拓殖会社の直営事業と分社化」湊　照宏（本学経済学部）
　　　　「日本統治時代における在台日系土建会社の経営」
 蔡　龍保（国立台北大学歴史学系）
　　　　「植民地台湾進出日系企業の株主分析」須永　徳武（本学経済学部）
概　要： 台湾経済史研究においては、日本語能力の高い台湾人研究者と日本人研究者との
学術的交流が蓄積されてきた。その過程で植民地期台湾の経済成長という点につ
いてほぼ合意がなされ、経済成長の果実や弊害といった一般的論点に加え、民族
間の不公平といった植民地的特性が検討されつつある。これらの点を解明するた
めには、植民地期台湾の産業と企業の実態について、台湾人研究者と日本人研究
者との間の議論をさらに蓄積させる必要がある。
　本シンポジウムでは、台湾で活躍する経済史研究者を招き、3つのセッション
を設定して議論を行った。第 1セッション「調査と制度」では、現地社会の基層
であった農家に対する調査と、経済活動の担い手であった企業に関する制度につ
いて検討した。第 2セッション「産業と政府」では、国策会社の事業展開と、植
民地財政を支えた専売事業について議論した。第 3セッション「企業」では、公
共事業を担った土木建設会社の活動と、日系企業の株主について検討を加えた。
　以上の議論を経て、総括討論では、植民地台湾の産業と企業の実態に関する論
点を台湾人研究者と共有化し、今後の台湾経済史研究の方向性について活発な議
論が交わされた。
3．学内・学外研究費への申請状況
本プロジェクト研究をベースとして、下記の 1件を申請した。
＜科学研究費・基盤研究（C）＞
・研究課題：戦後台湾の経済基盤の構築―戦前の経験と戦後日本との関係―
・研究代表者：須永　徳武
・研究期間：2019～ 2021年度
・申請金額：4,748千円（3年間）
 担当：岡部桂史（本学経済学部教授）
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